
（第５４期）

 貸　 借　 対　 照　 表

（２０２２年３月３１日現在）

岩国サンプロダクツ株式会社

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

資　産　の　部 ( 196,187,372   ) 負　債　の　部 ( 81,070,120   )

流　動　資　産 179,886,014 流　動　負　債 76,481,320

前　払　費　用 638,009 短期リース債務 1,147,200

立　替　金 179,248,005 未 払 金 573,600

未　払　費　用 34,061,326

賞　与　引　当　金 28,582,000

未　払　消　費　税 9,204,699

未　払　法　人　税　等 2,539,820

預　り　金 372,675

固　定　負　債 4,588,800

長期リース債務 4,588,800

純　資　産　の　部 ( 115,117,252 )

　固　定　資　産 16,301,358

有形固定資産 5,736,001 株　主　資　本 115,117,252

機械及び装置 1 資　本　金 30,000,000

有形リース 5,736,000 資　本　剰　余　金 12,249,177

利　益　剰　余　金 72,868,075

無形固定資産 249,968 繰越利益剰余金 72,868,075

その他 249,968 （うち当期純利益） 3,387,422

投資その他の資産 10,315,389

繰延税金資産 10,315,389

資 産 合 計 196,187,372   負 債 ・ 純 資 産 合 計 196,187,372



（第５４期）
個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産
貯　　蔵　　品･･･総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年3月31日
　　　　　　　　　　以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３．収益及び費用の計上基準　　

　当社は、ALCコンクリートヘーベルの製造・加工を主な事業としている。製造・加工業務の履行については、月初
から月末までの加工業務の遂行によって役務提供が完了することにより、当社の履行義務が充足されると判断して
いるため、提供する期間にわたって収益を認識している。
　なお、業務の請負における対価は、締切当月に回収しており、重要な金融要素は含んでいない。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度
　　　への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結
　　　納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）
　　　第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の
　　　定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

（会計方針の変更に関する注記）

１．収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の
期首から適用している。
　これにより、計算書類に与える影響はない。 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30 号 2019 年7 月4 日。以下「時価算定会計基準」という。）
等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第
10 号 2019 年7 月4 日）第44-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針
を、将来にわたって適用することとした。
　これにより、計算書類に与える影響はない。 

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

　　普通株式 6,000株



（関連当事者との取引に関する注記）

親会社及び法人主要株主等

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項なし。

（収益認識に関する注記）

　　　収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」

　 に記載の通りである。

親会社 旭化成(株) 179,239,085

当事者の 科目

(円)

期末残高
当該株式 当該関連

属性 会社名 会社の議

決権等の 議決権等の

- 間接100% 立替金

所有割合 所有割合


